
地震保険の概要

地震保険とはIl 
( 1 )地震・噴火・津波を直接また!ま間接の原因とする火災・損壊隈埋没・流失による損害を補償

( 2) 法律 (f地震保険に関する法律J) に基づいて、政府と民間の損害保険会社が共同で運営

( 3)一定規模以上の支払保険金が生じた場合、保険金の一部を政府が負担(政府再保険)

(4 )地震災害による被災者の生活の安定に寄与することが目的

1 . 

麗

O 火災保険では、地震による火災(延焼・拡大を含む)は補償されない。

【理由】地震リスクは、次の 3点から通常の損害保険になCまない性賞を有する。

①巨大損害の可能性、②発生時期・頻度の予測の困難性、③広域災害の可能性

政府と民間の共同運営による f地震保険」が必要

2. 地震保険の必要性

=争

地震保険の誕生と改善
11 高

新潟地震発生(これを契機に地震保険創設への要望が高まる)

f地震保険に関する法律J制定、地震保険制度発足(全損のみ揖笛)

補償範囲の拡大(全損に加え、半損も補償)

補償範囲の拡大(全損・半損に加え、一部損も補償)

家財の補償内容の改善、契約金額の限度額引上げ

保険料一部引下げ、建物の耐震性能に応じた割引制度導入(耐震等級割引、建築年割引)

地震保験料控除創設(保険料の一定額が所得から控除され、税制上のメリットを受けられる)

保険料改定(算出手法の全富的な見直し)、割引制度拡充(免震建築物割引、耐震診断割引)
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IL~ 地震保険の内容 問

(1 )補償対象

居住用建物と生活用動産(家財)が対象

※工場L 事務所専用の建物など住居として穫期されない建物には、地震保険は契約できない。

(2)支払対象の損害

地震欄噴火・津波を車接または間接の原因とする火災剛損壊・埋没・流失による損害を補償

(3)契約方法、契約金額

⑦ 火災保険とセットで契約

② 地震保険の契約金額は、火災保険の契約金額の 30%-50%の範囲内で決める。ただし、建物は 5，

家財は 1， 000万円が限度額となる。

(4)保険料と割引制度

保険料は、建物の構造および所在地(都道府県)により異なる。また、

建物の免震・耐震性能!こ応じた割引制度がある(割引の重複適用はでき

000万円、

ない)。

O免震建築物割引:割引率30%

・住宅の品質確保の促進等iこ関する法律に基づく免震建築物である場合

0耐震等級割引:割引率(耐震等級3 30%  耐震等級2 20%  耐震等級 1 1 0%) 

.住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく耐震等級を有している場合

0耐震診断割引:割引率 10%

-地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法(昭和56年6月1日施行)における耐震基準を満たす場合

O建築年割引:割引率 10%

・昭和 56年 6月 1日以降に新築された建物である場合

(5)保険金の支払

居住用建物、家財について生じた損害の程度によって F全損J、「半損J、「一部損」に区期される。「全損Jの場合は契約金額

の全額、半損の場合は契約金額の 50%、一部損の場合は契約金額の 5%が支払われる。

(6) 1田の地震等による総支払限度額

5兆 5， 000億円(平成21年4月現症)

ー
直
沼
津

保険料例(東京都:木造建物)

l 契約金額 | 保険料 ! 
物 I1，000万円 131，300円|

耕 500万円 115，650円|

計 I1，500万円 146，950円|

※関東大震災クラスの大地震が発生しでも保険金の支払!こ支欝がないよう設定されている。



地震再保険の概要

1 .政府再保険 地震保険は、次のような特徴をもっ地震災害による損害をカバーするため、政府が「再保険」という -政府による再保険は「地

形で損害保険会社をバックアップすることによって成り立っている。 震保険に関する法律Jに

① 1災害による損害が保験全社の担保力を大幅に上回る巨額なものとなるおそれがある。 基づいて実施

②災害の発生時期や発生頻度の予測が極めて困難なため大数の法則に乗りにくい。
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2.総支払限度韻 地震保険は、一定規模以上の支払保験金が生じた場合、損害保険金社が支払う保段金の一部を政府が

負担する再保険制度が導入されている。しかし、地震等によってどのような在大損害が発生するか予測

できないという地震災害の特異性から、 1回の地震等によって損害保険金社全社が支払う保険金には盟

度額(総支払捜度額)が設けられており、 5兆 5，000億円(平成 21年 4月現在)と定められている。こ

の総支払限度額は、関東大震災級の地震が発生しでも保険金の支払いに支障のないように決定されてい

る。

万一、算出された保険金の総額が総支払限度額を超える場合、契約ごとに支払われる保験金は次の算

式により削減されることがある。

5兆 5.000億円
支払保検金=算出された保険金の額×

算出された保険金の総額
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3. 再保険 損害保険会社と政府の簡では、超過損害額再保険方式(1自の地震等による支払が一定の額を超える

スキーム 場合、その超過部分についての責任を負担する方式)による再保険が結ぼれている。損害保験会社と政

府の責任分担は次のとおりである。
1. 150億円 19，250 億円 55，000 億円

' B 剛一事故総支払隈度額

5兆 5，000円

政府責任負担額 4兆3，012.5億円 (損保1兆 1，987.5億円、

損保賓任負担額 11，987.5億円 政府4兆3，012.5億円)
' (1計十2ndlayer民間嚢侵負担額' ' 

=10，200憶円) ( 3rd layer損保覧任負担額=1，787.5イ意円) 部b

1，150億円以下 1， 150億円超-19，250信円以下 19，250億円超-55，000億円以下

撰イ呆 100出 50首 5出

政府 。弘 50目 95出



地震保険の契約件数・世帯加入率・付帯率の推移
火災保険への

世帯数 契約件数 世帯加入率 付帯率

(%) (%) 

1994年度 44.235.735 3.968.835 9.0 

1995年度 44.830.961 5.181.407 11. 6 

1996年度 45.498.173 5.975.416 13. 1 

1997年度 46.156.796 6.565.221 14.2 

1998年度 46.811. 712 6.923.684 14.8 

1999年度 47.419.905 7.325.847 15.4 

2000年度 48.015.251 7.664.480 16.0 

2001年度 48.637.789 7.883.873 16.2 33.5 

2002年度 49.260.791 8.078.780 16.4 33.3 

2003年度 49.837.731 8.564.002 17.2 34.9 

2004年度 50.382.081 9.324.901 18.5 37.4 

2005年度 51.102.005 10.246.735 20.1 40.3 

2006年度 51.713.048 10.775.335 20.8 41. 7 

2007年度 52.324.877 11.217.390 21. 4 44.0 

2008年度 52.877. 802 11.841，278 22.4 45.0 

2009年度 53.362.801 12.275.087 23.0 46.5 
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(注) 1. 契約件数は、各年度末の地震保険保有契約件数に基づく 。(証券単位)

巳ニコ保有件数
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2.世帯加入率は、年度末の地震保険契約件数を当該年度末の住民基本台帳に基づく世帯数で除した数値。

3.火災保険への付帯率は、当該年度中に契約された火災保険契約 (住宅物件)に地震保険契約が付帯されている割合。

(出典)損害保険料率算出機構
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